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１Ｂ０２ 

伝統工芸産業との産学官連携による日本型地域活性化方策に関する考察 
 

○岡本信司（文部科学省） 
 
 
 
 
 

１．はじめに 

地域の活性化は我が国の重要政策課題であり，地

域活性化統合本部会合がとりまとめた地方再生戦略

（2007年11月閣議決定，2008年12月改定）に基

づき，(1)地域成長力強化，(2)地域生活基盤の確保，

(3)低炭素社会づくりを地方再生の３つの柱として，

省庁横断・施策横断の取り組みが推進されている。 
特に同戦略中の（1)地域成長力の強化については，

①新産業創出（地域イノべーション）・新規企業立地，

②地域資源をいかした地域産業の活性化，③科学技

術による地域活性化等 11 項目の基本的施策が例示

されている。 
これらの地域活性化関連施策については，これま

で課題とされてきた地域における産業との密接な連

携をはじめ地域の個性や特色が十分に発揮されるこ

とが期待されている。 
執筆者は，科学技術による地域活性化方策の一案

として，長い歴史と各地域の特性に立脚した我が国

固有の地域資源である伝統工芸産業を基盤とした先

端技術との協創による新たな展開の可能性について，

地域における伝統工芸産業と大学や公設試験研究機

関との連携によって伝統技術に内在する「暗黙知」

を「形式知」として表出化し，先端科学技術との協

働・融合によって新産業を発展させて，官による戦

略構築及び支援方策でイノベーションを創出する

「地域伝産学官連携」を提案した［1］。 
本稿では，「地域伝産学官連携」関連施策について，

先行研究で事例分析を行った京都及び石川地域のそ

の後の進展状況と両地域以外の事例を分析・検討す

ることにより，伝統工芸産業との産学官連携による

日本型地域活性化方策について考察する。 
 
２．伝統工芸産業の課題と対応 

伝統工芸産業を取り巻く現状は非常に厳しく，直

面する主な課題を以下に示す［2］。 
（１）需要の低迷 

 ①少子高齢化による人口の減少 
 ②国民の生活様式の変化 
 ③生活用品に対する国民意識の変化 
 ④大量生産方式による安価な生活用品の普及 
 ⑤海外からの輸入品の増加 等 
（２）量産化が困難 
 ①基本は手作り 
 ②原材料，技術，技法へのこだわり 
③企業活動の規模も小規模 

（３）人材，後継者の不足 
 ①産地の従事者数の減少（過去30年間で約1/3） 
 ②産地における高齢化 
 ③若年層の「就労意識の変化」，「将来への不安」 
（４）生産基盤（原材料，生産用具等）の減衰等 
 ①主な原材料である自然素材の制約 
 ②産業活動の縮小に伴う生産用具使用機会の減少 
（５）産地の知名度の不足 
 ①消費者の伝統工芸品に対する情報・理解不足 
 ②情報・理解不足をもたらす様々な構造的変化 
 ③一部ブランドを除く海外での知名度不足 
 これらの課題に対して，「伝統工芸品産業の振興に

関する法律」等を根拠とした対応策が以下のように

講じられている。 
（１）新商品開発，販路の開拓 
 ・重要を惹起する商品開発・販路開拓 
 ・「感性価値」を付加した新商品開発 
 ・観光等の他の地域資源との連携 
 ・地域ブランド，JAPANブランド等の活用 
 ・ITの活用による販路の開拓 等 
（２）人材・後継者の確保・育成 
 ・専門学校等での育成 
 ・小中学生教育の機会を利用した体験 
 ・全国規模の政策体験による人材発掘 等 
（３）生産基盤の確立 
 ・共同購入や「職人」の実践的教育 
 ・代替材料の確保 等 
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（４）伝産品のPR 
 ・国際観光振興機構等を通じた海外へのPR 
 ・「伝産マーク」，「地域ブランド」等の普及 
 ・品質表示，「本物の良さ」や特性の普及 等  
（５）関連施策との有機的な連携強化 
 ・地域活性化，中小企業対策 等 
 これらの対応策については，主として従来型の中

小企業対策の延長線上にあるものであり，先端科学

技術との積極的な連携等より効果的な施策展開が必

要である。 
 このため，執筆者は「地域伝産学官連携」（地域に

おける伝統工芸産業と大学や公設試験研究機関との

連携によって伝統技術に内在する「暗黙知」を「形

式知」として表出化し，先端科学技術との協働・融

合によって新産業を発展させて，官による戦略構築

及び支援方策でイノベーションを創出する連携）の

概念を提案した［1］。 
 
３．「地域伝産学官連携」の発展過程 

先行研究での京都及び石川地域の各事例における

共通点は以下のとおりである。 
（１）地方公共団体の主導的役割による条例・基本

計画等明確な戦略策定 
（２）大学の組織的対応及び公設研究試験機関によ

る産学官連携での研究開発及び人材育成 
（３）研究助成等公的支援制度の有効活用 
また，これらの事例を踏まえた個別事例における

伝統技術と先端科学技術の協働・融合からの新たな

新産業創出に向けての発展過程について，以下の段

階的な概念整理を行った。 
（第１段階）伝統技術の科学技術による解明（「暗黙

知」の「形式知」化） 
（第２段階－①）既存の伝統技術とは異なる新たな

先端技術への応用 
（第２段階－②）既存の伝統技術の保護・伝承 
（第３段階－①）新たなイノベーションの創出 
（第３段階－②）ブランド・デザインによる高付加

価値化 
（第４段階）地域ブランド醸成と JAPAN ブランド

にいる国際的展開 
伝統技術を先端科学技術によって解明する段階

に続いて，本来の伝統技術とは異なった先端技術へ

の応用が図られ新たなイノベーションが創出される

パス（第２・３段階－①）と伝統技術を伝承・保護

してさらに高付加価値化により発展させていくパス

（第２・３段階－②）が存在する。これらのパスは

単一ではなく，例えば先端技術への応用に新たなブ

ランド・デザインに高付加価値化がなされるといっ

た複数のパスがある。 
なお，伝統技術が関与しない一般的な産学官連携

と比較すると従来型の産学官連携に相当するパスは

主として（第２・３段階－①）であり，その他の段

階とパスは伝統技術を基にした産学官連携に特有で

ある（［1］pp.377図1参照）。 
この「地域伝産学官連携」の発展過程の妥当性に

ついて，先行研究で検討対象とした京都及び石川地

域のその後の進展状況と両地域以外の事例について

分析する。 
  
４．主な政府関連施策と信州大学繊維学部の事例 

 現時点で実施中の主な「地域伝産学官連携」関連

政府施策と個別課題を以下にまとめる。 
（１）科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の

形成プログラム」（期間：5年間） 
本プログラムは，地域の大学と地元自治体が密接

に連携して，大学が有する個性・特色を活かした将

来的な地域産業の活性化や地域の社会ニーズの解決

に向けた，科学技術を活用した地域再生のための人

材を創出するプログラムである。 

①「伝統技能と科学技術の融合による先進的ものづ

くりのための人材育成」（平成18～22年度：京都

工芸繊維大学，連携先：京都高度技術研究所，京

都市産業技術研究所，京都市ベンチャー企業目利

き委員会） 

②「石川伝統工芸イノベータ養成ユニット」（平成

19～23年度：北陸先端科学技術大学院大学，連携

先：石川県商工労働部，石川県工業試験場，能美

市，加賀市，（株）石川県 IT 総合人材育成セン

ター） 
以上の2課題については既に先行研究で分析を行

っているが， ①については平成20年度に実施され

た中間評価結果において，総合評価C（所期の計画

以下であるが，一部で当初計画と同等又はそれ以上

の取組もみられる），今後の進め方B（計画の継続又

は一部見直しが必要である）となっている。 
主なコメントとしては，地域再生に対する寄与の

見通しが具体的な成果という点でほとんど見えてこ

ない，暗黙知を形式知に展開した後にどのように伝

統工芸の展開に結びつけるのか，等である。 
なお，②の中間評価は本年度実施予定である。 
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③「戦略的発想能力を持った唐津焼産業人材育成」 
（平成 20～24 年度：佐賀大学，連携先：佐賀県窯

業技術センター，佐賀県立有田窯業大学校，佐賀

県九州陶磁文化館，佐賀県工業技術センター，佐

賀県地域産業支援センター） 
本プログラムは，伝統工芸唐津焼の産業再生を目

指し，シンクロトロン放射光施設等の先端科学技術

やマーケットイン型の経営戦略技術を活用し，新技

術・新商品の開発やローカルブランドを継承しつつ

グローバルに発信・展開する“グローカルブランド”
を創出できる人材の養成を目的とする。養成対象者

は，伝統産業の技術革新の中核となる若手人材（産

業従事者・志望者，行政・商工団体職員等）とし，

地元自治体，産業界等との産学官連携により，先端

科学技術，伝統工芸技術，経営戦略技術の融合によ

る人材養成プログラムを実施する。 
 なお，本プログラムは唐津市総合計画重点プロジ

ェクト「世界に誇る唐津焼拠点づくり」及び「佐賀

大学中長期ビジョン2008-2015」の「地域の美術・

工芸分野の人材育成」に位置付けられており，実施

期間終了後も唐津市と佐賀大学との連携により継続

実施する予定となっている。 
（２）文部科学省「産学官連携戦略展開事業（戦略展

開プログラム）」（期間：5年間） 
①「伝統的技能の現代化を目指すデザイン・知財の

マネージメント戦略」（平成20～24年度：富山大

学産学連携センター） 
 本事業は，富山大学の有するデザイン・科学技術・

マーチャンダイジングに関する豊富な教育研究資源

を活用し，地場産業の高度な伝統技能や技術との融

合による近代化された伝統工芸の創生を目指すもの

で，技能に埋もれた知財の発掘・活用等を促進する。 
（３）経済産業省「中小企業地域資源活用プログラム」

地域イノベーション創出研究開発事業（地域資源

活用型：平成 21 年度～）〔平成 19～20 年度：地

域資源活用型研究開発事業〕 
経済産業省では，中小企業地域資源活用促進法（平

成 19 年 6 月施行）に基づき中小企業地域資源活用

プログラムを創設，このプログラムは地域固有の産

業資源（産地の技術，農林水産品・鉱工業品，観光

資源）を活用して行われる事業について，各府県で

地域資源を指定して基本構想を策定，中小起業等が

基本構想で指定された地域資源を活用した事業計画

を策定して各地域の経済産業局が計画を認定，事業

計画が認定された中小起業等に対する商品づくり補

助金等の支援が行われる。 

このプログラムの中で，研究開発に関する支援事

業である地域資源活用型研究開発型事業は事業計画

の認定を必要としていない（本事業は平成 21 年度 

から地域イノベーション創出研究開発事業（地域資

源活用型）に再編されている）。この事業の中で伝統

工芸産業に関連する課題を以下にまとめる。 
（平成19年度地域資源活用型研究開発事業） 
①「組紐技術を用いた長尺FRP製品の開発」（管理

法人：（財）石川県産業創出支援機構，研究実施者：

丸井織物株式会社，金沢工業大学，京都工芸繊維

大学，石川県工業試験場） 
②「瀬戸・土岐の窯業技術を活用したカーボンナノ

チューブ大量製造法」（管理法人：（財）科学技術

交流財団，研究実施者：名城大学，（株）ナノカー

ボン，増岡窯業原料（株），高砂工業（株）） 
③「越前和紙の技法とセルロースゲル等を活用した

低収縮性和紙の開発」（管理法人：（財）若狭湾エ

ネルギー研究センター，研究実施者：石川製紙（株），

（有）大同工務店，（株）NESI，（独）日本原子

力研究開発機構，福井工業高等専門学校） 
④「業界初の食洗機に対応した高級色絵磁器の開発」

（管理法人：（財）京都高度技術研究所，研究実施

者：共和硝子（株），三幸製陶（有），（株）たち吉，

京都工芸繊維大学，京都市産業技術研究所） 
⑤「因州和紙を用いた環境応答型抗菌性壁紙，なし

の抗菌性包装紙の開発」（管理法人：（財）ちゅう

ごく産業創造センター，研究実施者：谷口和紙（株），

日本農業資材（株），（株）サタケ，鳥取大学，地

方独立行政法人鳥取県産業技術センター） 
⑥「萩焼の風合いをいかした実用的な高強度・低吸

水性陶器の開発」（管理法人：（財）やまぐち産業

振興財団，研究実施者：（有）萩陶苑，山口県産業

技術センター，宇部工業高等専門学校，（株）クリ

エティブワイズ） 
⑦「『菊間瓦』を素材とした本格スピーカーシステム

研究開発」（管理法人：（財）えひめ産業振興財団，

研究実施者：（有）ハマセ商店，（株）デルコ，愛

媛県窯業試験場，名古屋市立大学） 
⑧「陶磁器製造技術を活用した機能性食器・照明具

の研究開発」（管理法人：（財）佐賀県地域産業支

援センター，研究実施者：上田陶石合資会社，合

同会社文八工房，（株）中善，佐賀県窯業技術セン

ター，長崎県窯業技術センター，熊本県産業技術

センター） 
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（平成20年度地域資源活用型研究開発事業） 
①「京友禅と西陣織の融合によるマルチシーン対応

型バッグの研究開発」（管理法人：（財）京都高度

技術研究所，研究実施者：（有）フクオカ機業，（有）

ジャパンスタイルシステム，大原パラヂウム化学

（株），秀和（株），京都工芸繊維大学，京都市産

業技術研究所繊維技術センター） 
②「播州固有の変織技法による世界初の無縫製織物

ドレスの研究開発」（管理法人：（財）新産業創造

研究機構，研究実施者：（財）新産業創造研究機構，

（株）片山商店，播州織工業協同組合，桑村繊維

（株），兵庫県立工業技術センター） 
③「信楽焼タイルの製造技術による外壁冷却タイル

の開発」（管理法人：学校法人立命館，研究実施者：

立命館大学，近江窯業（株），滋賀県工業技術総合

センター） 
 これら平成20年度採択3課題は，平成21年度地

域イノベーション創出研究開発事業（地域資源活用

型）の継続課題となっている。 
（４）信州大学繊維学部 
 伝統工芸産業を基盤として発展を続ける我が国唯

一の繊維学部である信州大学繊維学部は，1910（明

治43）年に設立された上田蚕糸専門学校を前身とし

て，「繊維」の名を冠する国立大学唯一の学部であり，

先端的な繊維研究の拠点として，繊維に関する論文

数は世界の繊維系大学中第1位，ナノファイバーで

は第5位である。繊維学部では、繊維が有する「匠」

の技術と最先端の科学技術を融合させた新たな「フ

ァイバー工学」分野を開拓する視点で戦略的に公的

研究資金を獲得している［3］。科研費 COE 形成基

礎研究費「先進繊維技術科学研究教育拠点」（平成

10～14年度）をはじめ21世紀COEプログラム「先

進ファイバー工学研究教育拠点」（平成14～18年度），

グローバル COE プログラム「国際ファイバー工学

研究教育拠点」（平成19～23年度）に発展している。 
 また，地域との連携については，文部科学省知的

クラスター創成事業「信州スマートデバイスクラス

ター」（第Ⅰ期：平成 14～18 年度，第Ⅱ期：平成

19～23年度），科学技術振興調整費先端融合イノベ

ーション創出拠点形成「ナノテク高機能ファイバー

連携・融合拠点」（平成19～28年度予定）等を実施

している。 
さらに平成7年度に世界初の感性工学科（平成20

年の学部改組で 7 学科から 3 系 9 課程構成となり，

現在，創造工学系感性工学課程）を創設している。 

感性工学は，地域伝産学官連携において重要な役

割を担っており［1］，感性工学科創設以降，平成 9
年度科学技術研究補助金時限付き分科細目「感性工

学」から発展した細目「感性情報学」と学術領域を

確立しており，平成 10 年に創設された日本感性工

学会や経済産業省の「感性価値創造イニシアティブ」

（平成20年）に大きく貢献している。 
 
５．事例分析を踏まえた日本型地域活性化方策に向

けた考察 
以上の各地域の事例を分析すると，例えば唐津市

の総合計画重点プロジェクトや中小企業地域資源活

用プログラムでの各府県での基本構想の策定といっ

た地方公共団体の主導的役割等先行研究で抽出され

た 3 項目が共通しており，「地域伝産学官連携」の

発展過程に沿っている。 
「地域伝産学官連携」で課題とした伝統技術のシ

ーズとニーズのマッチング及びそのための目利きコ

ーディネート人材の養成は対応がなされつつあるが，

地域再生人材創出拠点形成プログラム「伝統技能と

科学技術の融合による先進的ものづくりのための人

材育成」中間評価で指摘された地域再生に対する寄

与の見通しを具体的成果で示すこと，暗黙知を形式

知に展開した後にどのように伝統工芸の展開に結び

つけるのかといった点は今後の重要な課題である。 
以上を踏まえて，伝統工芸産業からの産学官連携

による日本型地域活性化方策について以下の考察を

まとめる。 
・伝統工芸産業は，「地域産学官連携」による地域活

性化に向けた有効な地域資源であるが，地方公共

団体の主導的役割をはじめ地域ブランド・JAPAN
ブランド，感性価値，観光資源等の連携等総合的

な戦略と施策が必要である。 
・地域活性化の最終目標の一つは，産業振興による

雇用創出であるが、この最終目標に向けた適切な

戦略及び工程管理が必要である。 
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